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Ⅰ C05 トョタ 思想の世界 ィヒと 政策の変革 

0 清家形 敏 ( 富 m 大経済 ), 馬 淑浮 ( 国立北京物資学院大 ) 

1 . 序論 

トヨタ自動車の 株式の時価総額は GM  とフ オードを超えている (1616 億ドル 

2000 年 8 月 15 日現在 ) 。 世界で最強の 自動車企業であ る。 フ オードやダイムラ 

ークライスラーは 最も恐ろしい 企業と トョタ を見なしている。 さて、 この トョタ 

の世界に与える 影響はそれだけではない。 実は、 世界中の企業は ト ョタ思想の大 

きな影響を受けている。 すべて「トヨタの 子供たち」であ るともいえる。 

世界でソリューションビジネ 、 スが 全盛であ る。 これは顧客の 問題解決を助ける 

ことが真の営業であ るとの考えに 立っている。 これを顧客価値主導型ビジネスと 

いう。 その原点はトヨタ 自動車の ト ョタ生産方式にあ る。 また現在はインターネ、 

ット 上に S CM  ( サプライ・チェーン・マネジメント ) が広がりつつあ る。 これ 

も ト ョタ生産方式が 米国でリニューアルされたものであ る。 また今後、 工場での 

ト ョタ生産方式の 有力な手法であ る 「 多台 持ち」がインターネット 上でのプロバ 

ラムの「 多 倉持ち」へと 発展する可能性があ り、 現実の世界だけでなく、 インタ 

ーネットの世界も ト ョタ思想で覆われていくとも 考えられる。 本研究は、 この ト 

ョタ思想の影響で 世界の政策決定が 大きく変革したことを 問題とする。 

2 . ト ョタ生産方式と ト ョタ思想 

トヨタ生産方式はトヨタ 自動車の大野冊一元副社長が 発明したビジネスモデル 

であ る。 その特徴のうち 特に ト ョタ思想、 トョ ティズム、 ジ ヤパナイゼー ション 

といった表現で 世界に影響を 与えたものは 以下であ る。 

1 ) 受注生産で在庫を 無くす 

顧客主導の注文生産の 視点で量産を 行 う ため、 在庫が極めて 少ない。 顧客が買 

わなければ商品は 作らない。 商品がなくなれば、 部品を集めて 商品を作る。 商品 

が作られれば 部品がなくなる。 部品がなくなれば 部品を づ くる。 このようにすれ 

ば 原則的に在庫は 存在しない。 デル・コンピュ 一タ社のパソコン 受注生産もこの 

考えであ る。 

2) 顧客価値の立場に 立つ 

社内であ っても顧客は 必ず存在し、 その人のソリューション ( 仕事の問題解決 ) 

の助けを行 う のが仕事であ る。 企業内においても 顧客に相当する 人は必ずいる。 

いつもその人を 助けるつもりで 仕事を行えというのが ト ョタ思想であ る。 例えば、 

消しゴムを取ってといわれたとき、 従来の米国企業の 社員は消しゴムを 渡せば仕 

事をしたと考えた。 ト ョタ思想ではその 人の立場に立ってなぜ 消しゴムを 必 、 要と 

するかを考え、 消しやすい位置と 方向に置いてあ げる。 また、 その人の立場にた 

って 、 消しゴムをここで 使ったほうがよいとソリューション ( 仕事の問題解決 ) 
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まで一緒に考える。 「後工程は顧客であ り顧客に品質を 保証する。 そのための労使 

協調が トョタ ・システムであ る。 」という大野冊一等の 考え方は世界によく 知られ 

ている。 ト ョタ思想に立てば、 企業内の構成員は 営業員だけではなくすべて「 顧 

客 」を持って 、 繋がっている。 企業内は顧客の 連鎖構造となったのであ る。 

本研究では上記のⅡ、 2) が社会、 世界にどのような 影響を与えつつあ るかを 

問題とし、 この 1 ) 、 2) が起こす企業経営者の 意識の変化を 取り上げる。 

3 . 欧米の経済ジャパナイゼーション 

1990 年代に米国で 成功した多くのビジネスモデルは 80 年代の日本研究から 派 

生したと言われている。 これは欧州にも 広がった。 上記のトヨタ 生産方式は日本 

型 経営の粋と思われている。 さて、 国秋 (1996) は、 日本的経営には、 欧米の合理 

的経営の延長戦上にあ って、 日本的なものにアレンジして 成功したやり 方 ( 欧米 

抗日本的経営 ) と 、 日本の社会文化に 根ざしたもの ( 純 日本的経営 ) があ ると述 

べている。 米国におけるリエンジニアリンバ、 SCM 等は前者であ り、 英国等の欧 

州における英国産業の ジ ヤパナイゼーションなどは 後者であ る。 80 年代、 欧米で 

は 日本的経営は 高い評価を受けた。 日本企業の競争力 は ついて多くの 研究が発表 

された。 日本の生産方式 二 リーンな生産は 世界中の全産業に 適用可能であ り、 それ 

への転換は人間社会に 大きな影響を 及ぼすという 理解であ る ( ルース， 1990)0 

この ト ョタ思想の導入は、 8 0 年代に日本企業の 軍門に下った 時の、 米国企業 

人の屈辱が背景になっている。 米国は日本を 徹底的に研究し、 その神髄が トョタ 

にあ ることを発見し、 それを学習した。 米国人はかつての 屈辱を バネ に徹底的な 

学習組織へと 企業を変身させたのであ る。 「米国では企業活動のバローバル 化に 

伴 い 、 業界全体がコンペティティブであ り、 関係者の早期教育が 求められてい 

る・・・、 企業は "Learning  Organization" ( 学び続ける企業 ) としての組織 

形態を整えておく 必 、 要もあ り、 学ぶことをやめた 企業は脱落していくという 米国 

の風土・ ・」 と米国に詳しい 葡 敬相 氏 ( 国際コンサルタント ) は述べている。 

また、 欧州の ト ョタ思想の学習は 米国以上に根元的であ る。 ジ ヤパナイゼーシ 

コ ンは欧州においては 人材育成から 始まっている。 「アメリカは、 新入社員や未経 

験者をあ まり歓迎せず、 職務経験者を 採用する発想の 国だが、 ヨーロッパは 新規 

の大変優秀な 人たちを大学時代から 目をつけて採って、 さらにそれを 育てていく 

発想、 をもっている。 」とアメリカンファミリ 一生命保険執行役員湯本手書枝は 述べ 

ている。 

このように ト ョタ生産方式は、 自動車産業のみならず 他の産業でもまた、 国の 

内外においても 導入され、 優れた生産方式として 世界的に普及されてきた。 ト ョ 

タ生産方式の 自動車産業以外への 普及とその有効性については 小川英次 (1994) 

『 トョタ 生産方式の研究コ 日本経済新聞社地に 詳しい。 また、 その導入は国によ 

る法的な相違、 労働文化の相違などがあ り、 その導入態様には 種々あ ると トョタ 

生産方式の権 威の小川は述べている。 

さて、 この ト ョタ思想化、 顧客志向は 、 M&A が盛んな経済動向に 適合してお 

り 、 この傾向はますます 助長される可能性が 大きい。 その理由は 、 M&A に よ る 
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企業の混成化は、 企業全体を統合する 目標の構築を 困難にする。 「顧客志向」理俳 

とは中空であ り、 各構成員それぞれが 異なる目標を 持つことを可能にする。 2) 

学習組織化は 学習目標を必要とする。 学習目標として 顧客のソリューションは 極 

めて都合がよい。 3) 営業員は大きな 競争にさらされており、 この営業員の 支援 

として、 企業全体を顧客志向にする 必要があ る。 顧客の連鎖を 社内につくり、 社 

外 と接する営業と 連結する。 これが ト ョタ生産方式、 SCM の採用に繋がる、 であ 

る 。 

4 . 欧米におけるナショナル・イノベーション・システム 

米国は 1800 年代、 欧州に対し、 発展途上国であ り、 欧州の物真似を 中心とし 

て 工業を発展させた。 当時、 多くの企業家は 国家意識が強く、 現に現在も中核と 

なる ATT 、 GE 、 フ オード等の大企業は 政府と競争関係にあ ったり、 政府と対 

立することはあ っても、 国家意識に満ち 満ちていた。 現在でもマイクロソフトの 

ビル・ゲーツは 大いに国家意識を 持っていることを 発言の中で強調している。 ま 

た、 欧州の大企業は、 ドイツの産業は 極めて国家意識が 強いことで知られている。 

周知のごとく、 フランスは国有企業が 大きなウェイトを 持っている。 英国におい 

ても、 食品産業など、 政治色の強い 企業はおのずと 国家意識が強い。 日本も同様 

であ った。 

これらの企業は、 国家とともに、 消費者二国民をリードする 存在であ り、 常に 

啓蒙的理念を 持った、 政府と同じ階層のリーダ 一によって導かれた。 この点で、 

ナショナル・イノベーション・システムのプレイヤーは 同質の存在であ った。 こ 

の同質な存在は、 70 年代、 消費者運動家、 機関投資家といった 異質なプレイヤ 一 

の登場で変化しはじめた。 この変化が決定的になったのは、 日本企業の登場した 

80 年代であ る。 

ト ョタ生産方式の「顧客価値主導」 という新しい 原則で行動する 日本企業によ 

る 国家志向の企業群の 圧倒であ る。 これらの企業が 次々、 敗退し 、 新しい トョタ 

の原理で行動する 経営者と置き 換えられたのであ る。 それは 90 年代、 世界的な 

傾向となり、 その トョタ の生まれた日本において 象徴的な事例が 起こった。 日本 

における国家主導の 企業日産自動車の 危機であ る。 その日産がトヨタの 原理に立 

ったルノ一によって 再建されつつあ ることはその 象徴であ った。 ナショナル・ イ 

/ ベーション・システムにおいて、 政府は、 国家の原理と 異なることが 多い顧客 

価値主導の企業と 対 持 することになったのであ る。 

そのトヨタ思想の 9 0 年代末における 成功が S CM  ( サプライ・チェーン・ マ 

ネジメント ) であ る。 顧客価値主導ですべての 企業システムを 作り替える。 その 

際に I T を活用する。 大企業は社内を ト ョタ型に作り 替える。 これが S CM の 採 

用 であ る。 下記のように 日本でも SCM を採用する企業が 増加してい る 

企業規模と SCM . 型板同盟等の 戦略を強化 ( 知創 白書 ) 
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」 口 全くあ てはまらな い ■ややあ てはまらない 日 ややあ てはまる■全くそのとおり   

    

500 人未満 (N Ⅰ 58) 

1,000 人未満 (N 二 50)  14.0 

3.000 人未満 (N 二 63)  15.9 

3,000 人以上 (N 二 36)  13.9 30.6 44.4 11. Ⅰ 

    

0% 20% 40% 60% 80% Ⅰ 00% 

5. 結語 ト ョタ思想の与えた 政策決定への 変化 

企業トップと 政府のトップは 日米欧の多くの 国においては 同じ階層であ った。 

エリートは政府と 図り、 社会、 産業の発展に 責任を持っていた。 しかし、 トョタ 

生産方式は企業をかってのエリート 主導から顧客価値主導に 変えた。 つまり、 企 

業 トップの成功の 原則は国家的視点に 立った行動ではなく、 顧客の視点に 立った 

ト ョタ思想の行動に 転換したのであ る。 トョタ 以前は、 政府は、 政府が行 う べき 

役割のかなりな 部分を企業に 期待できた。 企業の経営者の 多くは国家意識、 社会 

改革者の意識を 持ち、 消費者、 顧客の要求に 先行して事業を 行い、 商品を作り出 

した。 それは競争原理が 支配するとされる 米国でも例外ではなかった。 例えば、 

米国は清教徒思想、 を背景とした 社会建設の哲学によって 工業国へと発展した。 米 

国 以外の国家においても 社会建設の時代、 政府以上に政府的意識を 持った経営者 

が 登場している。 

ところが、 ト ョタ思想以降、 企業は顧客原理に 従 う ことになった。 社会をリー 

ドする企業は 相次いで顧客原理に 従 う 型の企業に敗退しつつあ る。 また、 企業内 

でも社会をリードする 型の人材は顧客原理に 従 う 人材に敗退しっ っ あ る。 これは 

同時に長期的かつ 一貫した企業活動が 大企業から失われていくことを 意味する。 

したがって、 政府はこの企業から 消えてしまったエリートの 代わりをしなければ 

ならない。 これが米国の 政府でさえ、 産業化を将来的に 目的とする研究開発に 注 

力 させることになった。 かつては、 政府、 国家的視点の 企業、 一般企業の 3 層構 

造であ った。 それが政府、 一般企業の 2 層構造になったのであ る。 
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